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研究成果の概要（和文）：知的障害者及び知的障害を併せ有する重複障害者に対する教育課程編成や個別の指導
計画を作成する際，知的障害者である児童生徒に対する教育を行う特別支援学校の各教科等の目標の検討を容易
にし，学習の積み重ねが可視化できるツール及び教員研修資料の開発を行った。実践研究の結果，開発したツー
ル及び教員研修資料の有用性が確認され，今後各学校においては，教育課程編成等に係る教員研修を恒常的に実
施するとともに，児童生徒一人一人の各教科等の目標を丁寧に検討することが必要と考えられた。

研究成果の概要（英文）：In this study, we developed tools and teacher in-service training materials 
to facilitate the examination of goals for each subjects in special needs education schools that 
provide education to pupils or students with intellectual disability, which are necessary for 
organizing curriculam and creating individualized instructional programs for students with 
intellectual disabilities and students with multiple disabilities.As a result of the action 
research, the usefulness of the developed tools and teacher in-service training materials was 
confirmed.In the future, it was considered necessary for each school to conduct constant teacher 
in-service training for designing curriculum and to carefully examine the goals of subjects for each
 student.

研究分野： 特別支援教育
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究で開発した教員研修資料，知的障害者である児童生徒に対する教育を行う特別支援学校の各教科等の目
標の検討を容易にし，学習の積み重ねが可視化できるツールを活用することにより，知的障害教育や重複障害教
育で指摘され続けてきた教育課程編成や個別の指導計画の目標設定の不確実性や曖昧さが解消され，今後各学校
において，特別支援学校学習指導要領に基づいた教育活動が確実に展開されることが期待される。また，本研究
の成果は，知的障害特別支援学級等においても参考になると考えられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９，Ｆ－１９－１，Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
特別支援学校における知的障害教育及び知的障害を併せ有する重複障害教育では，知的障害

者のために独自に設けられている各教科等（以下，「各教科等」とする。）を基に教育課程が編成
されるが，指導の多くは各教科等を合わせた指導や自立活動を主とした指導という形態で展開
されている。このため，各教科等の目標が十分検討されないまま指導が展開されていることや，
評価が曖昧であることが，長年に渡り指摘され続けている（例えば，下山，2016）。 
また，2017 年版の特別支援学校学習指導要領では，社会に開かれた教育課程，通常の教育と

の連続性，障害の重度・重複化，多様化への対応等が求められている。したがって特別支援学校
には，カリキュラム・マネジメントを基盤とした説明責任がこれまで以上に問われることになる。
このため，特別支援学校における知的障害者及び知的障害を併せ有する重複障害者に対する教
育課程編成や目標設定・評価の曖昧さを改善することは喫緊の課題である。 
 
２．研究の目的 
 本研究ではまず，知的障害者及び知的障害を併せ有する重複障害者に対する各教科等の目標
を踏まえた教育課程編成や個別の指導計画作成における現状と問題点を明らかにする。次にそ
の成果を踏まえ，各教科等の目標の検討を容易にし，学習の積み重ねが可視化できるツール及び
教員研修資料の開発を行い，実践研究を通して学校におけるシステムとしての確立を目指す。 
 
３．研究の方法 
（1）2019 年度 
知的障害者及び知的障害を併せ有する重複障害者に対する各教科等を踏まえた教育課程編成

や個別の指導計画作成について，障害の状況や発達の段階による類型決定の指針，指導の形態を
決定する手続き，特に自立活動を主とした教育課程における各教科等を合わせた指導の在り方
等を再度整理した上で，A 県内特別支援学校に調査を実施して，各教科等の目標を踏まえた教育
課程編成や個別の指導計画作成における現状と問題点を明らかにする。次にその成果を踏まえ，
各教科等の目標の検討を容易にし，学習の積み重ねが可視化できるツール及び教員研修資料を，
本研究の協力者（特別支援学校教員）とともに開発する。 
 

（2）2020 年度 
 A 県内特別支援学校の協力を得て，教育課程編成の在り方及び各教科等を踏まえた目標設定
の在り方について，開発した教員研修資料を使用した研修会を実施する。その際，研修前後の理
解度を測定し，教員研修資料を完成させる。また開発したツールを活用し，実践研究によるツー
ルの有用性を確認する。 
 
（3）2021 年度 
研究成果をまとめ，日本特殊教育学会第 59 回大会にてシンポジウムを開催する。また研究成

果報告書を作成し，A 県内特別支援学校に配布するとともに，Web 上での掲載を検討する。 
 

（4）倫理的配慮 
本研究は，弘前大学教育学部研究倫理委員会の承認を得て実施された。また，調査研究につい

ては回答の際，各学校長から文書による同意を，教員研修資料については，回答者から文書によ
る同意を，ツールを活用した特別支援学校における実践研究については，対象児童生徒の保護者
に対して事前に説明を行い，文書による同意を得て実施された。なお，本研究に当たって開示す
べき利益相反関係はない。 
 
４．研究成果 
（1）調査研究 
 A 県内の特別支援学校 21 校の教務主任を対象に，主として知的障害者や知的障害を併せ有す
る重複障害者の教育課程編成及び各教科等の目標や内容を踏まえた個別の指導計画作成の現状
を把握し，教育課程編成及び個別の指導計画作成における問題点と課題を明らかにすることを
目的に，質問紙法によるアンケート調査が実施された。調査票の作成に当たっては，独立行政法
人国立特別支援教育総合研究所（2012）が参考にされ，また本研究の協力者 9 名が所属する 6
校において予備調査が行われ，その情報提供も活用された。調査項目は，「基本情報」（2 項目），
「教育課程編成について」（7 項目，自由記述 1 項目），「個別の指導計画について」（7 項目，自
由記述 1 項目）であり，「基本情報」と自由記述以外の項目は，選択肢による回答が求められた。
対象とした特別支援学校 21 校のうち，有効回答校は 20 校であり，内訳は視覚障害 2 校，聴覚
障害 3 校，知的障害 6 校（うち，高等支援学校 2 校），肢体不自由 3 校，病弱 2 校，知的障害と
肢体不自由 4 校（うち，高等支援学校 1 校）であった。 
 調査の結果，学校現場では，教育課程編成に係る研修会や各種会議による検討が行われている
が，全教員が教育課程を十分理解するには至っていない現状や，個別の指導計画を作成する際，



各教科等の目標や内容を踏まえることが十分とは言えない現状が推察された。 
このことから，教育課程編成上の課題としては，「教育課程の複雑性と理解の困難性」をいか

に解決していくかがキーポイントとなると考えられ，①知的障害の教育課程や，特別支援学校
（知的障害）の各教科に代替する教育課程，自立活動を主とした教育課程といった重複障害のあ
る児童生徒に対応した教育課程編成について，教員の理解を深めること，②各教科等の目標と評
価及び指導の形態について，教員の理解を深めること，が必要と考えられた。 
また個別の指導計画を作成する際，目標設定と評価は，学習指導要領に示されている各教科等

の目標や内容に基づき作成されているかの質問に対し，「一部の教科，領域等で学習指導要領の
各教科等の目標や内容に基づき作成されている」「学習指導要領の各教科等の目標や内容が，あ
まり意識されていない」と回答があった教育課程の割合は，「特別支援学校（知的障害）の教育
課程」30％，「特別支援学校（知的障害）教科代替の教育課程」36.4％，「自立活動を主とした教
育課程」45.5％，「訪問による教育課程」50％であった。このため，個別の指導計画作成上の課
題としては，「学習指導要領の理解」がキーポイントとなると考えられ，①教員一人一人が各教
科等の目標及び内容を理解すること，②障害の重い重複障害者についても各教科等の指導の可
能性を検討する必要性を理解すること，等が必要と考えられた。 
 
（2）教員研修資料の開発 
 調査研究の課題を受け，知的障害及び知的障害を併せ有する重複障害教育を中心とした教育
課程編成及び個別の指導計画作成に係る教員の理解を深めるための教員研修資料が開発され，A
県内特別支援学校 7 校（視覚障害 1 校，聴覚障害 1 校，知的障害 2 校，肢体不自由 2 校，病弱
1 校）で研究代表者が講師となり，教員研修が実施された。教員研修の内容は，「特別支援学校
における教育課程編成の考え方」「各教科（知的障害）等と学習評価」「自立活動と自立活動を主
とした教育課程」の 3 部で構成され，研修時間は各学校の事情により 60 分～120 分であった。 
教員研修終了後，研修前後の理解度を測定するため，「1：理解していない～7：理解している」

の 7 件法による質問紙調査が実施され，全受講者，教職経験年数 10 年以下群，11 年から 20 年
群，21 年以上群の 4 群ごとに，各質問項目についてサイン検定を行い，教員研修の有効性が検
討された。質問項目は，教育課程編成に係る項目として，「知的障害者である児童又は生徒に対
する教育を行う特別支援学校の教育課程編成の理解」「視覚障害者，聴覚障害者，肢体不自由者
又は病弱者である児童又は生徒に対する教育を行う特別支援学校に就学する児童又は生徒のう
ち，知的障害を併せ有する者の教育課程編成の理解」「自立活動を主とした教育課程編成の理解」，
個別の指導計画の作成に係る項目として，「知的障害者である児童又は生徒に対する教育を行う
特別支援学校の各教科等の目標と学習評価の理解」「各教科等を合わせた指導と学習評価の理解」，
自由記述として，「本研修会を受けての感想等」であった。研修会に参加し，質問紙調査の同意
を得た教員の人数は 163 人，有効回答者数は 148 人（視覚障害 21 人，聴覚障害 10 人，知的障
害 42 人，肢体不自由 61 人，病弱 14 人）であった。 
サイン検定の結果，教職経験年数にかかわらず，全質問項目の受講後の理解度が有意（p<.001）

に高い回答へ変化が認められた。また各質問項目の受講前後の中央値は，全受講者，教職経験 10
年以下群，教職経験 11～20 年群で，「4：どちらともいえない」から「5：やや理解している」に
変化しており，四分位偏差も受講前に比べ受講後の方が，理解度が高い回答にまとまっている結
果となった。さらに自由記述で回答が得られた受講者 32 名のテキストマイニングの結果，本教
員研修により受講者の「教育課程編成の理解」，「学習指導要領の理解」，「教員一人一人が教育課
程編成に関わる必要性の気付き」を促す効果があったことが示唆された。以上のことから本教員
研修の内容は，教員の教育課程編成及び個別の指導計画作成に係る理解を高めるために有効で
あると考えられた。 
学校現場では人事異動があることから，個別の指導計画作成を含む教育課程編成に係る教員

研修は，各学校において毎年恒常的に行う必要があろう。今後各学校においては，学校内で教育
課程編成の主たる担当者である教務主任が講師となり，例えば新年度異動してきた教員に対し
て実施する新任者研修等の場で，本研究で使用した研修資料を各学校の実態に合わせて加筆・修
正し，毎年度始めに教育課程編成に係る研修を恒常的に行っていくことが望ましいと考えられ
た。 
 
（3）ツールの開発 
 調査研究の課題を受け，各教科等の目標の検討を容易にし，学習の積み重ねが可視化できる個
別の指導計画作成のためのツールである「学習指導要領評価表」が開発された。「学習指導要領
評価表」は，各教科，特別の教科 道徳，外国語活動，総合的な学習（探究）の時間，特別活動，
自立活動について，連続性の観点から小・中学部，高等部の 12 年間の学習の積み重ねが可視化
できるよう，各教科等ごとに小学部（1・2・3 段階），中学部（4・5 段階とした），高等部（6・
7 段階とした）の目標及び内容が電子化されてまとめられたものである。また 2020 年に文部科
学省から公表された，学習指導要領コードも転記されている。「学習指導要領評価表」の構成は，
「内容」等欄，学習指導要領の項目が転記されている「項目」欄，個別の指導計画に記載しやす
いように内容等や項目が略記されている「年計記載」欄，「学習指導要領コード」欄，指導事項 
が記載されている「事項」欄，対象児童生徒がその該当事項を選択する場合に●印を付ける「選
択」欄，「評価」欄（観点別），「総合評価欄」となっており，評価は案として達成の場合は○印



を，未達成の場合は△印を記入するようにし，総合評価は各学校で工夫して記入することとされ
た。図は，算数・数学科の一部である。 
 

図 「学習指導要領評価表」算数・数学科の一部 
 
（4）ツールを活用した特別支援学校における実践研究 
 特別支援学校（肢体不自由）の特別支援学校（知的障害）の各教科に代替する教育課程に在籍
する児童 1 名，特別支援学校（病弱）の自立活動を主とした教育課程に在籍する生徒 1 名，特別
支援学校（知的障害）に在籍する児童 1 名を対象に，ツールを活用した実践研究が行われた。実
践研究の結果，以下に示すとおり，ツールの有用性が示された。 
①特別支援学校（肢体不自由）の特別支援学校（知的障害）の各教科に代替する教育課程に在 

籍する児童の事例 
学習指導要領評価表では，生活科は 3 段階，他の教科は 1，2 段階の指導内容が選定された。

また道徳科は，1・2 年生の指導内容が全て選定された。個別の指導計画は各教科等で作成され，
学習指導要領評価表で重点的に選定された指導内容が指導目標として表記された。教育実践で
対象とされた生活単元学習の年間指導計画は，単元ごとに関連する各教科の指導目標が，学習指
導案では単元の目標に関連する各教科の指導内容が表記された。教育実践を通して，学習指導要
領評価表の活用が新学習指導要領の理解につながり，授業づくりにも活用できることが確認さ
れた。今後の課題としては，指導目標と評価の客観性を担保すること，観点別学習状況の評価方
法を検討することが挙げられた。 
②特別支援学校（病弱）の自立活動を主とした教育課程に在籍する生徒の事例 
対象は，在籍校に隣接する病院で週 5 日，一回の指導は 60 分のベッドサイド授業を実施して

いる生徒であった。学習指導要領評価表では，各教科等の目標や内容の取り扱いを検討した結果，
国語科，算数科，音楽科，職業・家庭科（生活科の目標や内容），道徳科が選定され，個別の指
導計画はこれらに加え，特別活動，自立活動で作成された。しかし，「思考・判断・表現」の観
点についての目標設定と評価は，活用できる知識・技能が十分に育っていないことから設定がで
きなかった。指導の形態は，日常生活の指導（職業・家庭科，道徳科，自立活動），チャレンジ
タイムⅠ（国語科，数学科，自立活動），チャレンジタイムⅡ（音楽科，自立活動），特別活動，
自立活動で，各年間指導計画には各教科等の内容が表記された。教育実践で対象とされたチャレ
ンジタイムⅠ（国語科，数学科，自立活動）のオンライン授業を通して，学習指導要領評価表を

 令和 年度 年 氏名

(1)

(2)

(3)

知・技 思・判・表 態度 総合評価

算基1ｱ 88502a4111000000

算基1ｲ 88502a4112000000

算基1ｳ 88502a4113000000

知・技 思・判・表 態度 総合評価

算基1ｱ(ｱ)㋐ 88502a4211110000

算基1ｱ(ｱ)㋑ 88502a4211120000

算基1ｱ(ｲ)㋐ 88502a4211210000

算基1ｲ(ｱ)㋐ 88502a4212110000

算基1ｲ(ｱ)㋑ 88502a4212120000

算基1ｲ(ｱ)㋒ 88502a4212130000

算基1ｲ(ｲ)㋐ 88502a4212210000

知・技 思・判・表 態度 総合評価

算計1ｱ 88502a4121000000

算計1ｲ 88502a4122000000

算計1ｳ 88502a4123000000

知・技 思・判・表 態度 総合評価

算計1ｱ(ｱ)㋐ 88502a4222110000

算計1ｱ(ｱ)㋑ 88502a4222120000

算計1ｱ(ｱ)㋒ 88502a4222130000

算計1ｱ(ｱ)㋓ 88502a4222140000

算計1ｱ(ｱ)㋔ 88502a4222150000

算計1ｱ(ｱ)㋕ 88502a4222160000

算計1ｱ(ｲ)㋐ 88502a4222210000

学習指導要領
コード

算数・数学
【目標】
　（小・中・高）数学的な見方・考え方を働かせ，数学的活動を通して，数学的に考える資質・能力を次のとおり育成することを目指す。

（小）数量や図形などについての基礎的・基本的な概念や性質などに気付き理解するとともに，日常の事象を数量や図形に注目して処理する技能を身に付けるようにする。
（中）数量や図形などについての基礎的・基本的な概念や性質などを理解し，事象を数理的に処理する技能を身に付けるようにする。
（高）数量や図形などについての基礎的・基本的な概念や性質などを理解するとともに，日常の事象を数学的に解釈したり，数学的に表現・処理したりする技能を身に付けるようにす
る。

（小）日常の事象の中から数量や図形を直感的に捉える力，基礎的・基本的な数量や図形の性質などに気付き感じ取る力，数学的な表現を用いて事象を簡潔・明瞭・的確に表したり柔軟
に表したりする力を養う。
（中）日常の事象を数理的に捉え見通しをもち筋道を立てて考察する力，基礎的・基本的な数量や図形の性質などを見いだし統合的・発展的に考察する力，数学的な表現を用いて事象を
簡潔・明瞭・的確に表現する力を養う。
（高）日常の事象を数理的に捉え見通しをもち筋道を立てて考察する力，基礎的・基本的な数量や図形などの性質を見いだし統合的・発展的に考察する力，数学的な表現を用いて事象を
簡潔・明瞭・的確に表現したり目的に応じて柔軟に表したりする力を養う。

年計記載

算
数
・
数
学

領域 項目

年計記載

数量や図形に気付き，算数の学習に関心をもって取り組もうとする態度を養う。

項目 事　　　　　項

1-A-ｱ-(ｱ)

具体物に気付いて指を差したり，つかもうとしたり，目で追ったりすること。

学習指導要領
コード

形や色，位置が変わっても，数は変わらないことについて気付くこと。

1-B-ｱ
数詞とものとの関係に注目し，数のまとまりや数え方に気付き，それらを学習や生活で生
かすこと。

（小）数学的活動の楽しさに気付き，関心や興味をもち，学習したことを結び付けてよりよく問題を解決しようとする態度，算数で学んだことを学習や生活に活用しようとする態度を養
う。
（中）数学的活動の楽しさや数学のよさに気付き，学習を振り返ってよりよく問題を解決しようとする態度，数学で学んだことを生活や学習に活用しようとする態度を養う。
（高）数学的活動の楽しさや数学のよさを実感し，数学的に表現・処理したことを振り返り，多面的に捉え検討してよりよいものを求めて粘り強く考える態度，数学を生活や学習に活用
しようとする態度を養う。

評価

評価

１　段　階　目　標 選択

選択

1-A-ｲ

数
量
の
基
礎

1-A-ｱ
身の回りのものに気付き，対応させたり，組み合わせたりすることなどについての技能を
身に付けるようにする。

身の回りにあるもの同士を対応させたり，組み合わせたりするなど，数量に関心をもって
関わる力を養う。

1-A-ｳ

1-A-ｲ-(ｱ)

ものとものとを対応させて配ること。

分割した絵カードを組み合わせること。

関連の深い絵カードを組み合わせること。

項目 年計記載

1-A-ｲ-(ｲ)
ものとものとを関連付けることに注意を向け，ものの属性に注目し，仲間であることを判
断したり，表現したりすること。

学習指導要領
コード

1-B-ｱ

　学部

○：達成　△：未達成　●：その年度に選択しているもの

選択
評価

身の回りのものの有無や数的要素に注目し，数を直感的に捉えたり，数を用いて表現した
りする力を養う。

目の前で隠されたものを探したり，身近にあるものや人の名を聞いて指を差したりするこ
と。

1-A-ｱ-(ｲ)

ものの有無や３までの数的要素に気付き，身の回りのものの数に関心をもって関わること
についての技能を身に付けるようにする。

1-B-ｳ 数量に気付き，算数の学習に関心をもって取り組もうとする態度を養う。

項目

１　段　階　目　標

対象物に注意を向け，対象物の存在に注目し，諸感覚を協応させながら捉えること。

1-B-ｱ ３までの範囲で具体物を取ること。

1-B-ｱ

1-B-ｲ

対応させてものを配ること。

学習指導要領
コード

1-B-ｱ ものの有無に気付くこと。

1-B-ｱ 目の前のものを，１個，２個，たくさんで表すこと。

1-B-ｱ ５までの範囲で数唱をすること。

領域

年計記載 事　　　　　項 選択
評価数

と
計
算

1-B-ｱ



活用することにより，指導の可能性がある各教科等について短時間で検討ができること，各教科
等と自立活動の指導目標が明確になることが確認された。今後の課題としては，障害の重い子ど
もの目標設定と評価の在り方，分かりやすい教材の選定や提示方法等の工夫，系統的・段階的な
指導を行うための指導内容の配列が挙げられた。また，学習指導要領コードについては，評価方
法，教材や学習活動，学習指導案，参考文献等の資料が，各コードごとにデータベース化される
ことが期待された。 
③特別支援学校（知的障害）に在籍する児童の事例 
学習指導要領評価表では，各教科とも 2～3 段階の指導内容が選定された。また道徳科は，1・

2 年生の指導内容が全て選定された。個別の指導計画は日常生活の指導，生活単元学習，遊びの
指導，国語科，算数科，図画工作科，音楽科，体育科，道徳科，特別活動，自立活動の指導の形
態で作成され，通知表も兼ねられていた。教育実践で対象とされた生活単元学習の指導計画は，
単元にかかわる生活科，国語科，図画工作科，音楽科，道徳科，特別活動の指導内容が表記され
た。教育実践を通して，学習指導要領評価表の活用により，各教科等に対する意識をもちながら
各教科等を合わせた指導の構成や目標設定ができること，また，教科別の指導と各教科等を合わ
せた指導に関連をもたせた授業づくりに繋がりやすいことが確認された。今後の課題としては，
個別の指導計画においては，一人一人の評価を確実に行うため，学習指導要領評価表の指導内容
を更にスモールステップ化すること，校内で使用している諸計画様式等の整理をすることが挙
げられた。 
 
（5）今後の課題 
本研究では，実態調査と教員研修の実施から，各学校においては教員の教育課程編成や個別の

指導計画作成の理解が十分とは言えないこと，教員研修は教員の教育課程編成や個別の指導計
画の理解を深めるために有用であることが確認された。また，特別支援学校における教育実践か
ら，知的障害の教育課程，特別支援学校（知的障害）の各教科に代替する教育課程，自立活動を
主とした教育課程，いずれも各教科(知的障害）等を基本とすることが重要であること，そのた
めには学習指導要領評価表の活用が有用であることが示唆された。今後各学校においては本研
究の成果を活用し，全ての教員が法令や学習指導要領を理解して学校における教育課程編成に
参画するとともに，児童生徒一人一人の適切な個別の指導計画の作成・実施・評価を行うシステ
ムを確立し，現在求められている社会に開かれた教育課程，カリキュラム・マネジメントへと繋
げていく必要がある。さらに 2013 年に障害のある児童生徒の就学先決定の仕組みが改正され，
インクルーシブ教育システムの構築が進む中，学校教育法施行令第 22 条の 3 に該当し，特別支
援学校に就学することができる場合であっても，小・中学校に在籍する児童生徒が増加している。
このため，本研究の成果が小・中学校の特別支援教育においても活用されることが期待される。 
新学習指導要領では，学びの連続性の観点から，小学部では小学部の 3 段階，中学部では中学

部の 2 段階，高等部では高等部の 2 段階に示されている各教科等の内容を習得し目標を達成し
ている者については，小・中・高等学校学習指導要領に示されている各教科等の目標及び内容の
一部を取り入れることができるものとすること，観点別の学習状況を踏まえた評価を取り入れ
ることが示された。本研究の成果を深化することとともに，今後の課題としては，以下の 4 点が
挙げられた。 

①教育課程編成及び個別の指導計画作成に係る学校現場における恒常的な教員研修に関する 
研究の必要性 

②各学部の最上位段階の目標を達成している児童生徒の教育課程に関する研究の必要性 
③自立活動を主とした教育課程に関する研究の必要性 
④観点別学習状況の評価方法に関する研究の必要性 

 
＜引用文献＞ 
① 独立行政法人国立特別支援教育総合研究所（2012）専門研究 A 特別支援学校における新学

習指導要領に基づいた教育課程編成の在り方に関する実際的研究（平成 22～23 年度）研究
成果報告書,44，191-207． 

② 文部科学省（2017）特別支援学校小学部・中学部学習指導要領． 
③ 文部科学省（2019）特別支援学校高等部学習指導要領． 
④ 文部科学省（ 2020 ） 教育デー タ標 準 ．文部 科 学 省 ， 2021 年 3 月 18 日 ，

https://www.mext.go.jp/a_menu/other/data_00001.htm(2021 年 3 月 18 日閲覧)． 
⑤ 下山直人(2016)肢体不自由教育における各教科等を合わせた指導.肢体不自由教

育,223,12-17. 
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